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1.は じめに

1.1計画策定の趣旨

平成 25年 12月 11日 、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災 i減災等に資

する国土強靱化基本法」 (以下「基本法」という。)が公布・施行された。

基本法は、大規模自然災害等に備えた国上の全域にわたる強靱な国づくり (以下 「国土強靱

化」という。)の推進に関し、基本理念を定め、国土強靭化に関する施策の基本となる事項等を

定めたものである。その基本理念として、国土強革丹化に関する施策の推進は、必要な事前防災

及び減災その他迅速な復旧復興に資する施策を総合的かつ計画的に実施することが重要である

とし、国土強靱化に係る国の計画等の指針となるべきものとして、平成 26年 6月 、同法第 10

条の規定により「国土強靱化基本計画」(以下「基本計画」という。)が閣議決定された。

基本法第 4条は、地方公共団体の責務として、国土強靱化に関し、国との適切な役割分担を

踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じた施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実

施する責務を有すると定めており、また、同法第 13条は、都道府県又は市町村は、国土強靱

化に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、その区域における国土強挙丹化に関する

施策の推進に関する基本的な計画 (以下「国土強羊丹化地域計画」という。)を、国土強靱化に係

る当該都道府県又は市町村の計画等の指針となるべきものとして定めることができるとしてい

る。

これらを踏まえ、いかなる災害等が発生しようとも、「強さ」と「しなやかさ」を持つた安全・

安心な地域の強靱化を推進する「北中城村国土強靱化地域計画」(以下「本計画」というも)を

策定するものである。

1.2計画の位置づけ

本計画は、基本法第 13条の規定による「国土強羊丹化地域計画」であり、国土強靱化に係る

本村における他の計画等の指針となるものである。

なお、本計画は、基本法第 14条の規定により基本計画との調和が保たれたものとするとと

もに、本村の「北中城村地域防災計画」及び 「北中城村第四次総合計画<後期基本計画 >」 と

の整合を図るものとする。
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2.本村の地域特性
2.1本村の位置 。地勢 。気候 。人口等

2.1.1北中城村の概況

(1)自 然条件

1)位置

北中城村は、沖縄本島の中部地区に位置し、那覇から北東へ 16km離れた、東経 127.47度

にあり、東は中城湾に面し、南側は中城村、宜野湾市に、西側は北谷町、北側は沖縄市に面し

て、二市二町村に隣り合っていると

2)面積

面積は 11.54kピであるが、西側の一帯には北谷町にまたがつて米軍基地が広がっており、

村内の基地面積は 1,641k♂で全面積の約 14.2%にあたる。

3)地形地質

地形は、一部東海岸平地部を除く大部分が丘陵台地で、この台地を更に 2つ稜線が東西に

走り、それぞれ南北への緩斜面を形成し起伏が多くまとまった平地はない。

地質は、シル ト質粘土層 (ジャーガル)が大部分を占め、那覇石灰岩層 (ヤージ)、 海浜堆

積層 (イ ●フ)等多種多様な地質形態をなしている。

河)||は、中城村を起点とする普天間川が、本村から宜野湾市を経て、北谷町の海岸から海

にそそいでいる。その他に佐阿良川、渡口川がある。′

4)気候

本村の気候は、高温多湿 。多雨で、気温の年 。日較差が小さい亜熱帯海洋性であり、年平均

気温は 23℃前後、年降水量は 2,000Hlm程度である。

自然災害をもたらす主な大気現象は、台風、大雨及び干ばつである。本村を含む沖縄地方

は最盛期の台風の通り道にあたつており、平均的に毎年 7個強の台風が襲来し、暴風雨、高

波などを伴って大きな被害を与えている。また、梅雨期を中心にした大雨による浸水、がけ崩

れなどの災害、冬期の低気圧や季節風による海難がある。

(2)社会的条件

1)人口

本村の人口は、住民基本台帳における平成 31年 4月 1日 現在で男 8,381人、女 8,979人 、

総人口 17,360人、世帯数は 7,153世帯となっている。

2)建物の状態

平成 24年 1月 1日 現在による本村の構造別家屋の状況は、木造 528棟 (9。 9%)、 木造以外

が 4,828棟 (90.1%)、 総棟数 5,356棟 (資料 :H25年 沖縄県地震被害調査)と なっている。
3)交通事情

北中城村の南北の方向に、西側を国道 330号、ほぼ中央部に沖縄自動車道、東側を国道 329

号が縦断している。東西方向には北側に県道 22号線、県道 85号線 (沖縄環状線 )、 ほぼ中央

′部に県道 81号線 (宜野湾北中城線)、 南側に県道 146号線が横断し、主要な幹線道路が格子状

に村の骨格的な道路網を形成している。また、交通は村内の主要道路が中都圏域から各地域

2



への通過地点となつていることから、朝夕の通勤時間帯には慢性的な交通渋滞を繰 り返して

いる。

2.2災害の想定

北中城村における気象、地勢、地質等の地域特性によつて起こりうる災害を検討した結果、

次に掲げる規模の災害を想定の基本とした。

ただし、平成 23年に発生した東北地方太平洋沖地震、1771年の人重山地震津波の教訓から、

歴史に学ぶ最大クラスの地震 。津波からの避難についても、村内全域で可能な限り対策を講じ

る必要がある。

22.1風水害

沖縄県が大規模な被害を受けた台風を事例に、本村においても同規模の災害を想定するもの

とする。ただし、現在の社会状況等から死傷者、住宅等の被害数は変動することを考慮する。

(1)台風第 14号 フェイ
襲来年月日    昭和 32年 9月 25日 、26日

最大風速     47.Om/s

最大瞬間風速   6114m/s

降水量      70,7■ lェ l

死傷者 。行方不明者 193名 (う ち死者及び行方不明者 131名 )

住宅全半壊    16,091戸

(2)第 2宮古島台風

襲来年月日    昭和 41年 9月 5日

最大風速     60.8m/s

最大瞬間風速   85.3m/s

降水量      297.4■ ll■

傷者       41名
住宅全半壊    7,765戸

(3)平成 15年台風第 14号 マエミー

襲来年月日    平成 15年 9月 10日 (11日
最大風速     38,4m/s

最大瞬間風速   74.lm/s                       `
降水量      470.0■ lm

死傷者      94名 (う ち死者 1名 )

住宅全半壊    102棟 (う ち全壊 19棟 )

(4)高潮 (浸水想定)

県は、本県に来襲する台風の特徴をもとに、大きな被害をもたらすおそれがある台風の経

路及び中心気圧 (最低中心気圧 870hPa)を 想定して、波浪と高潮による浸水区域を予測した。

調査は平成 18年度に本島沿岸域、平成 19年度に官古・人重山諸島沿岸域を対象に実施し

ており、予測結果の概要は次のとおりである。
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■高潮浸水想定の概要

■村内の高潮浸水予想図´i   耳■   (J

■■,二

●常‐争

|■ 、,_

_ 阜■
,と 豊

II111:

資料 :沖縄県津波・高潮被害想定調査

(5)土砂災害 (危険箇所 C区域等)

本村の地形は、一部東海岸平地部を除く大部分が丘陵台地で、この台地を更に 2つ稜線が

東西に走り、それぞれ南北への緩斜面を形成しているという特徴のため、土砂災害警戒区域

が指定されている。

4

本島沿岸域

①沖縄本島西側を北上

②沖縄本島南側を西進

③沖縄本島東側を北上

本島南部では、海岸沿いに

広がる低地、本島北部では、

海岸や河サIIに沿つて点在す

る低地が浸水する。



8I

Ⅱ 5

Ⅲ

13

急傾斜地崩壊危険箇所

合計

地すべり危険箇所 5

I 1

Ⅱ

Ⅲ 1

合計 2

20土砂災害危険箇所

土石流危険渓流

■土砂災害警戒区域等指定状況

資料 :平成 30年度沖縄県水防計画

なお、「急傾斜地崩壊危険箇所」「土石流危険渓流」の概要は以下のとおり。

また、本村において、「土砂災害区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律 (土

砂災害防止法)に基づく指定区域は、現在 22箇所 (平成 29年 7月 7日 現在)が指定されてい

る。

5

急傾斜地崩壊危険箇所  I

急傾斜地崩壊危険箇所 Ⅱ I被害想定区域内に人家が 1～4戸ある箇所。

急傾斜地崩壊危険箇所に準

ずる斜面 Ⅲ

土石流危険渓流 I

土石流危険区域内に人家が 5戸以上 (5戸未満であっても

官公署、学校、病院、社会福祉施設等の災害弱者関連施設

等のある場合を含む)ある場合の当該区域に流入する渓
流。    .

土石流危険渓流 Ⅱ
土石流危険区域内に人家が 1～4戸ある場合の当該区域に

流入する渓流。

土石流危険区域に準ずる渓

流 Ⅲ

土石流危険区域内に人家がない場合でも、都市計画区域内

であること等一定の要件を満たし、住宅が新規に立地する

可能性があると考える場合の当該区域に流入する渓流。



■土砂災害警戒区域及び上砂災害特別区域指定箇所数

■土砂災害警戒区域・特別警戒区域の概要

(平成 29年 7月 7日 現在)

資料 :平成 30年度沖縄県水防計画より作成

土砂災害警戒区域

(イ エロープーン)

土砂災害特別警戒区域

(レッドデーン)

急傾斜地の

崩壊
土石流 地すべり 計

急傾斜地の

崩壊

(未指定)

土石流

(未指定)

地す

べり

(未指定)

計

指定

箇所数

15 2 5 22 0

(15)

0

(1)

0

( 5 )

0

(21)

名  称 概  要 講じられる施策

土砂災害警

戒区域

(イ エロー

ゾーン)

土砂災害が発生した

場合、住民等の生命

又は身体に危害が生

ずるおそれがある区

域として、県知事が

指定した区域。危険

の周知、警戒避難体

制の整備が行われ

る。

・土砂災害の恐れのある土地を公示

・区域ごとの情報伝達体制や避難に関する事項等を

市町村地域防災計画に記載

。土砂災害情報等の伝達方法、避難場所等を記載し

た土砂災害ハザー ドマップの作成・配布

・警戒区域内の宅地又は建物の売買にあたり、警戒

区域内である旨について重要事項説明を行 うこと

を義務づける。

土砂災害特

別警戒区域

(レ ッドゾ

ーン)

土砂災害が発生した

場合、建築物に損壊

が生じ、住民等の生

命又は身体に著しい

危害が生じるおそれ

がある区域として、

県知事が指定した区

域

・住宅宅地分譲や避難行動要支援者関連施設の建築

のための開発行為は基準に従つたものに限つて許

可

・建築物の構造規制 (居室を有する建築物は、土砂

の崩壊に対して安全な構造を確保 )

・著しい損壊が生じるおそれのある建築物の所有者

に対し、移転等の勧告

・宅地建物取引業者は、特定の開発行為において、

都道府県知事の許可を受けた後でなければ当該宅

地の広告、売買契約の締結が行えず、当該宅地ま

たは建物の売買等にあたり、特定の開発行為の許

可について重要事項説明を行うことを義務付け。
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2.22地震及び津波の被害想定

沖縄県の地震防災 。減災対策の数値目標の基礎となる大規模地震 。津波による物的 。人的被

害量等について、「沖縄県地震被害想定調査」(平成 25年度)に基づき、被害の概要を以下にま

とめる。

(1)想定地震

沖縄県地震被害想定調査では、県の陸域部及び周辺海域で発生するおそれがある地震の中

から20の想定地震を設定し、被害予測を行っている。すべての地震で震度 6弱以上と予想さ

れた。

このうち、本村において相対的に大きな被害が予測された 12の地震の概要を、次に示すと

おりである。

■地震 。津波被害予測の想定地震一覧

想定地震
マク
゛
ニ

チュート
゛ ゆれ等の特徴 (予測最大震度 )

沖縄本島南部断層系 7.0 沖縄本島南部において震度が強い (7)

伊祖断層 6.9 那覇市周辺において震度が強い (7)

石川―具志川断層系 6.9 沖縄本島中南部において震度が強い (7)

沖縄本島南部スラブ内 7.8 沖縄本島南～中部において震度が強い (6強 )

人重山諸島南東沖地震 8.8 津波浸水深の最大値を示す (6弱 )

沖縄本島南東沖地震 8,8 津波浸水深の最大値を示す (6弱 )

沖縄本島東方沖地震 8.8 津波浸水深の最大値を示す (6弱 )

久米島北方沖地震 8.1 久米島、栗国島において震度が強い (6強 )

沖縄本島北西沖地震 8.1 伊平屋島、伊是名島において震度が強い (6弱 )

沖縄本島南東沖地震 3連動 9,0
沖縄本島及び周辺島喚広域において震度が強い

(6強 )

人重山諸島南方沖地震 3連動 9,0 先島諸島広域において震度が強い (6強 )

沖縄本島北部スラブ内 7,8 沖縄本島中～北部において震度が強い (6強 )

資料 :沖縄県地震被害想定調査 (平成 25年度)よ り作成

(2)予測項目。条件

予測する主な項目は、「各々の地震による震度 (地震動 )、 液状化危険度、建物被害 (揺れ、

液状化、土砂災害、津波、地震火災)、 人的被害、ライフライン被害、交通施設被害、生活機

能支障、災害廃棄物被害、避難者、要配慮者被害」である。

なお、火災や人的被害に影響する発生の季節や時多1等は、県民や観光客の滞留、就寝、火

気の使用等の状況を考慮し、冬の深夜、夏の 12時、冬の 18時の 3シーンとした。
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(3)予測結果の概要

村内の被害予測について、死者数は、沖縄本島南東沖地震 3連動のケ!スが最も多く (90

人)、 次いで沖縄本島南東沖地震 (約 79人)と なり、そのほとんどは津波によるものである。

また、津波のない想定では、石川―具志川匪f層系による地震のケースが最大 (8人)であるЬ

建物被害 (全壊)についても、沖縄本島南東沖地震 3連動のケースが最も多く (1,217棟 )、

次いで沖縄本島南東沖地震 (95む 棟)と なり、その多くが津波によるものである。

また、津波のない想定では、石川―具志川断層系のケースが最大 (586棟)である。

ライフラインについては沖縄本島南部スラブ内地震の被害が最も多く、断水人日は 15,662

人、停電軒数は 3,898軒に上る。

各想定地震の被害量は、次表のとおりである。
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村内における地震・津波被害量予測一覧

資料 :沖縄県地震被害想定調査 (平成 25年度)よ り作成
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想定地震

想定項目

沖縄本島

南部断層

系による

地震

伊祖断層
による地

震

石川―具

志川断層

系による

地震

沖縄本島

南部スラ

ブ内地震

八重山語

島南束沖

地震

沖縄本島

南東沖地

震

沖縄本島

東方沖地

震

久米島北

方沖地震

沖縄本島

北西沖地

震

沖縄本島

南東沖地

護 3運動

八量山請

島南方沖

地震 3連
動

沖縄本島

北部スラ
ブ肉地震

―律地震

動による

地震

建物被害

全壊棟数 (棟 )
11 17 17 17 0 14 14 10 10 17 10 17 17

4

半壊棟数 (棟 )

33 90 96 96 28 62 71 91 28 59 31 96 96

人的被害

死者数 (人 )

3 0 5 3

0 0 77 0 0 0

2 4 4 3

負傷者数 (人 )

1 2 2 2 0 2 2 1 1 2 1 2 2

8 24

9

1 0 1 1 1 1 1 1 1 1

ブロック 2 3 5

要教助者数 (人 )
25 75 148 137 t 35 34 4 2 115 3 73 53

ライフラ
イン被害

上水道
断水 人口

(人 )

1日 後 3 787 10 780 14 357 15 533 161 580 709

0 6621 3 432

下水道
支障人口

(人 ) 1調 闇後 426 490 529

電 力
停電軒数

(軒 )

2 696 4 072 0 5 180 4 102 0 0 6 924 0 2 703 2311

0

通信施設

不通 回線

数

線 )

(
1日 後

都市ガス
支障戸数

(戸 )

0

交通施設

被害

道路
箇所 ) 2 2 3 3 3 1 3 1 3 3

港湾 =漁港

生活機能

支障
物資不足量

食料 (食 )
0

欽料水 (イア
4～ 7日 109 198 159 422 179 724 0 139 740 1 496 178 585 164 256 153 815

災害廃業物被害 (万 t)

避難者

避難所内 (人 )

避難所外 (人 )

391 371 20 204

lヶ 月 後 277 1 289 2 537 4 155 35 3 029 2 658 117 61 4 701 66 2 431 2 153

80 423 21 11 491

避難行動要支援者 (人 )



(4)県下一律の直下型地震について

(1)の想定地震は、本県において発生する可能性が高い地震等から設定したものであるが、

地震の多い我が国では、どの地域においてもマグニチュー ド6.9程度の直下型地震が起こり

うるも                                    、

そこで、本村の直下でマグニチュー ド6,9の地震が発生したことを想定した場合、軟弱な

地盤をもつ本村では震度 6弱の揺れが予測されるとともに、沖積低地である本村束部地区に

おいてヽ液状化危険度が非常に高くなることが予測される。

2.2.3津波の浸水想定

(1)津波浸水想定

本村の避難計画等の基礎となる津波の浸水想定区域、津波到達時間等について、概要を以

下にまとめる。

1)切迫性の高い津波

沖縄県は、これまでの地震被害想定調査などで対象とされてきた、本県に将来発生すると

予想される地震津波の波源を想定して、浸水区域等を予測した。「沖縄県津波 。高潮被害想定

調査」 (平成 18・ 19年度)の想定モデルのうち、本村に関わりのある津波浸水想定モデルの

概要は以下のとおりである。             1

■「沖縄県津波 。高潮被害想定調査」(平成 18。 19年度)津波浸水想定のモデルー覧

(本村に関わりのあるモデル)

資料 :「沖縄県津波 。高潮被害想定調査」より作成

次に、津波浸水想定結果を示す。なお、津波の高さや時間等の意味は、次のとおりである。

影響 開始 時間 :海岸・海域の人命に影響が出る恐れのある津波による水位変化

(± 20cmと ±50 cm)が生じるまでの時間   ´

津波到達時 間 :地震発生から、津波第 1波のピークが海岸に到達する時間

最 大 遡 上 高 :津波が到達する最も高い標高

沖縄本島南東沖 (D01W) 80km 40km 4m

沖縄本島南西沖 (H9RF) 80km 40km 4m

久米島南東沖 (C02) 80km 40km 4m

7.8

|・ ■!||
|||||IⅢ `「

|| ||||■ |||
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■平成 18年度 津波浸水想定結果 (北中城村付逓)

i子■ⅢiFi'
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② 2.5m 32/ガ` 44分 44分

③ 2.4m 29歩) 32ノガ
ヽ 33分

|||||:II Illil.||||||十 li

l■ ,4,111)

|ド ||‖

|IⅢⅢI常 ⅢIII Iド |
||||■事|■ II― |ギ |i「 IIII=「 il

t Ⅲ Ⅲllィ増ナ

資料 :沖縄県津波 。高潮被害想定調査 (平成 18・ 19年度)



2)最大クラスの津波
「沖縄県津波被害想定調査」(平成 24年度)において、平成 24年度までの調査研究を踏ま

えた学術的な知見から、沖縄近海における最大クラスの地震津波を想定し、津波浸水区域等

を予測した。なお、東北地方太平洋沖地震による津波被害を鑑みて、琉球海溝の想定モディレを

最大マグニチュード9.0に設定したものである。

「沖縄県津波被害想定調査」 (平成 24年度)の想定モデルにおいて示されている津波浸水

想定モデルのうち、本村に関わりのある津波浸水想定モデルの概要は以下のとおりである。

また、次のページに、津波浸水想定結果を示す。

■「沖縄県津波被害想定調査」 (平成 24年度)津波浸水想定のモデルー覧

※1マグニチュードはモーメントマグニチュードである。              '
※2② ⑥ ⑦は、1771年人重山地震の規模を再現したものである。

※3⑥下段は、地すがりを想定しているためマグニチュードで示すことができない。
′                    資料 :沖縄県津波被害想定調査 (平成24年度)

① 人重山諸島南西沖地震 270km 70km 20m 8.7

② 人重山諸島南方沖地震 (※ 2) 800km 70km 20m 8,8

③ 人重山諸島南東沖地震 300km 70km 20m 8.8

④ 沖縄本島南東沖地震 300km 70km 20m 8.8

⑤ 沖縄本島東方沖地震 300km 70km 20m 8.8

40km 20km 20m 7.8
⑥ 石垣島南方沖地震 (※ 2)

15km 10km 90m (※ 3)

⑦ 石垣島東方沖地震 (※ 2) 60km 30km 20m 8.0

③ 与那国島北方沖地震
.

130km 40km 8m 8.1

③ 石垣島北方沖地震 130km 40km 8m 8.1

⑩ 多良間島北方沖地震 130km 40km 8m 8.1

① 宮古島北方沖地震 130km 40km 8m 8.1

⑫ 久米島北方沖地震 130km 40km 8m 8,1

⑬ 沖縄本島北西沖地震 130km 40km 8m 8.1

240km 70km 20m

170km 70km 20m3連動
沖縄本島

南東沖地震
⑭

260km 70km 20m

9,0

200km 70km 20m

175km 70km 20m⑮ 3連動
人重山諸島

南方沖地震
300km 70km 20m

9.0
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■「沖縄県津波被害想定調査」 (平成 25年 3月 )の津波浸水予測図 (北中城村付近)

“
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後ξ゙譲醍争―:露護蟻毒様麓盗挙鋭岸鶴′

′注文
1     ●中      :
11.:子
■ユ●言ザ学

“

う|

J
。
■
馨勲撃

キ「●:|「 ⅢⅢ:11,● :4

1予持湧i独線Ⅲ

OH―市-34

資料 :沖縄県津波被害想定調査 (平成 25年 3月 )

熱 田

地点最大水位 最大遡上高
影響開始時間

(± 20cm)

影響開始時間

(± 50cm)
津波到達時間

④ 7.lm 10.5m 10分 27分 31分

⑤ 6.3m 9.Om H分 26分 31ノ刀
｀

⑭ 6.9m 11.lm 10分 26分 31ノ刀
｀
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3)最大クラスの津波 (津波防災地域づくりに関する法律に基づく設定)

平成 24年度の津波浸水想定以後、新たな知見 (津波履歴等)を踏まえ、沖縄近海における

最大クラスの地震津波を想定し、津波浸水区域等を予測した。なお、沖縄本島側の琉球海溝の

想定モデルを最大マグニチュー ド8。 2に設定したものである。

想定モデル、予測結果等の概要は以下のとおりである。

■「沖縄県津波被害想定調査」 (平成 26年度)津波浸水想定のモデルー覧

※1:マグニチュー ドはモーメントマグニチュードを示すを

※2:1771年人重山地震津波の再現モデルである。

※3:地すべりを再現したパラメータであるため、モーメントマグニチュー ドで示すことができ

ない。

資料 :沖縄県津波被害想定調査 (平成 26年度)

① 人重山諸島南西沖地震 270km 70km 20m 8.7

70 km 20m 8.8② 人重山諸島南方沖地震 (※ 2) 300km

③ 人重山諸島南東沖地震 300km 70 km 20m 8.8

④ 沖縄本島南方沖地震 100km 50 km 12m 8。 2

⑤ 沖縄本島南東沖地震 100km 50 km 12m 8.2

⑥ 沖縄本島東方沖地震 100km 50 km 12m 8.2

⑦ 沖縄本島北東沖地震 100km 50 km 12m 8.2

40km 20 km 20m 7.8
③ 石垣島南方沖地震 (※ 2)

15km 10 km 90m (※ 3)

8.0⑨ 石垣島東方沖地震 (※ 2) 60km 30 km 20m

⑩ 与那国島北方沖地震 130km 40 km 8m 8.1

① 石垣島北方沖地震 130km 40 km 8m 8.1

⑫ 多良間島北方沖地震 130km 40 km 8m 8.1

④ 宮古島北方沖地震 130km 40 km 8m 8.1

⑭ 久米島北方沖地震 130km 40 km 8m 8.1

8.1⑮ 沖縄本島北西沖地震 130km 40 km 8m

200km 70 km 20m

175km 70 km 20m3連動
人重山諸島

南方沖地震
300km 70 km 20m

9.0④
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■「沖縄県津波被害想定調査」(平成 26年度)の津波浸水予測図 (北中城村付近)
浄漬農ホ鋳造E【

“

此村用離】沖偶市 議中確付(1/〔 〉

れ
桁
▼

沖縄県津波被害想定調査 ( 26年度)

⑤ 4.4血 7.4血 24ノ刀
｀ 29ノ刀

｀ 31分

⑥ 3.8m 6.5m 23ノァ) 29ノ分 31分
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3.地域強靱化の基本的な考え方
3.1基本目標

いかなる災害等の発生に対しても、以下の①～④を基本目標とし、地域強靱化を推進する。

① 人命の保護が最大限図られること
② 村の重要な機能が致命的な障害をうけず維持されること
③ 村民の財産及び公共施設に係る被害の最小化
④ 迅速な復旧復興

3.2事前に備えるべき目標

4つの基本目標を達成するため、以下のとおり①～③の事前に備えるべき目標を定める。

① 大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる
② 大規模自然災害発生直後から救助 。救急、医療活動等が迅速に行われる (それがなされ
ない場合の必要な対応を含む)

③ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する
④ 大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する
⑤ 大規模自然災害発生後であつても、経済活動 (サプライチェーンを含む)を機能不全に
陥らせない

⑥ 大規模自然災害発生後であつても、生活。経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水
道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る

⑦ 制御不能な二次災害を発生させない
③ 大規模自然災害発生後であつても、地域社会 。経済が迅速に再建 。回復できる条件を整
備する

3.3地域強靱化を推進する上での基本的な方針
｀
大規模自然災害等に備え、事前防災及び減災その他迅速な復旧復興等に資する強靭な地域づ

くりについて、過去の災害から得られた経験を最大限に活用しつつ、以下の方針に基づき推進

する。

(1)地域強靱化の取組姿勢

① 本村の強靱性を損なう本質的原因として何が存在しているかをあらゆる側面から吟味し
つつ、取組にあたること。

② 短期的な視点によらず、時間管理概念を持ちつつ、長期的な視野を持つて計画的な取組
にあたること。

③  村内各地域の特性を踏まえ、地域間の連携を強化するとともに、災害に強いまちづくり
を進めることにより、地域を活性化し、個性と活力にあふれる持続可能な発展につなげ

ていく視野を持つこと。

④ 本村の経済社会システムが有する潜在力、抵抗力、回復力、適応力を強化すること。
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(2)適切な施策の組み合わせ

① 災害リスクや地域の状況等に応じて、防災施設の整備、施設の耐震化、代替施設の確保
等のハー ド対策と訓練・防災教育等のソフト対策を適切に組み合わせて効果的に施策を

推進するとともに、このための体制を早急に整備すること。

②  「自助」、「互助」、「共助」及び「公助」を適切に組み合わせ、官 (国、県、市町村
等)と 民 (住民、民間事業者等)が適切に連携及び役割分担して取り組むこと。

③ 非常時に防災 。減災等の効果を発揮するのみならず、平時にも有効に活用される対策と
なるよう工夫すること。

(3)効率的な施策の推進

① 社会資本の老朽化等を踏まえるとともに、財政資金の効率的な使用による施策の持続的
な実施に配慮して、施策の重,点化を図ること。

② 限られた資本を最大限に活用するため、既存の社会資本の有効活用、民間資金の積極的
な活用等により、費用を縮減しつつ効率的に施策を推進すること。

③ 施設等の効率的かつ効果的な維持管理に資すること。
④ 人命を保護する観点から、関係者の合意形成を図りつつ、土地の合理的利用を促進する
こと。

(4)地域の特性に応じた施策の推進

① 人のつながりやコミュニティ機能を向上するとともに、各地域において強靱化を推進す
る担い手が適切に活動できる環境整備に努めること。

② 女性、高齢者、子ども、障がい者、外国人等に十分配慮して施策を講じること。
③ 地域の特性に応じて、自然との共生、環境との調和及び景観の維持に配慮すること。
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4.脆弱性評価 と地域強靭化の推進方針
地域強靭化の推進を図る上で必要な事項を明らかにするため、脆弱性評価を行い、それに基

づき本計画の施策を定めることとする。

4.1評価の枠組み及び手順

本計画においては、第 2章の本村の地域特性及び過去に発生した災害を踏まえ、本村に甚大

な被害をもたらすおそれがある大規模自然災害を対象とする。

4.2起きてはならない最悪の事態 (リ スクシナリオ)の設定

脆弱性評価は、起きてはならない最悪の事態を想定した上で行うこととし、その妨げになる

ものとして、沖縄県国土強靭化地域計画及び本村の地域特性を踏まえ、 8つの「事前に備える

べき目標」ごとに、次の表 4-1の とおり31の 「起きてはならない 事熊 |(リ スクシナ リ

オ)を設定した。
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表 4-1 31の 「起きてはならない最悪の事態」 (リ スクシナジオ)

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

1 大規模自然災害が発生したときでも

人命の保護が最大限図られる

1-1 住宅地での建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊及び火

災等による多数の死傷者の発生

1-2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生

1-3 異常気象等による広域かつ長期的な住宅地等の浸水

1-4 大規模な土砂災害 (深層崩壊)等による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり村土

の脆弱性が高まる事態

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

2 大規模自然災害発生直後から救助・

救急、医療活動等が迅速に行われる

(それがなされない場合の必要な対応

を含む)

2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

2-4 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水・食糧等の供給不足

2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルー トの途絶による医療機能の麻痺

2-6 被災地および避難所における疫病・感染症等の大規模発生

3 大規模自然災害発生直後から必要不

可欠な行政機能は確保する

3-1 被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化

3-2 村の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

4 大規模自然災害発生直後から必要不

可欠な情報通信機能は確保する

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

5 大規模自然災害発生後であつても、

経済活動 (サプライチェーンを含む)を

機能不全に陥らせない

5-1 サプライチェーンの寸断、基幹的交通ネットワークの機能停止等による地域経済活動の低下

5-2 社会経済活動、サプライチューンの維持に必要なエネルギー供給の停止

5-3 食料等の安定供給の停滞

6 大規オ整自然災害発生後であつても、

生活・経済活動に必要最低限の電

気、ガス、上下水道、燃料、交通ネ

ットワーク等を確保するとともに、

これらの早期復旧を図る

6-1 電力供給ネットワーク(発変電所、送配電設備)や石油・LPガスサプライチェーンの機能の停

止

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止、異常渇水等により用水の供給の途絶

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態

7 制御不能な二次災害を発生させない 7-1 住宅地での大規模火災の発生、沿線・沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺

7-2 ため池、ダム、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生

7-3 有害物質の大規模拡散・流出

7-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡大

7-5 風評被害等による地域経済等への甚大な影響

8 大規模自然災害発生後であつても、

地域社会・経済が迅速に再建・回復

できる条件を整備する

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧 ,復興が大幅に遅れる事態

8-2 道路啓開等の復旧・復興を担う人材等 (専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通し

た技術者等)の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態

8-3 地域コミュ■ティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態

8-4 基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

19



4.3評価の実施手順

31の 「起きてはならない最悪の事態」(ジ スクシナフオ)ご とに、それを回避するための施策

を抽出し、当該施策で対応が十分かどうか、課題等の分析・評価を実施した。

4.4評価結果と地域強革刃化の推進方針のポイント

評価結果は、別紙■、別紙 2の とおりであり、この評価結果を踏まえた脆弱性評価結果のポ

イントは以下のとおりである。

(1)ハー ド整備とソフト対策の適切な組み合わせが必要

防災施設の整備や耐震化等のノトー ド対策は、施策の実施や効果の発現までに時間を要するこ

と、充当できる財源に限りがあること等を踏まえ、訓練や啓発などのソフト対策を適切に組み

合わせる必要がある。

(2)代替性 。冗長性等の確保が必要

大規模な自然災害に対応するためには、個々の施設の耐震性などをいかに高めても万全とは

言えない。特に、行政、産業、交通 。物流等の分野においては、システム等が一旦途絶えると、

その影響は甚大であり、バックアップ体制の整備等により、代替性 。冗長性を確保する必要が

ある。

(3)国 。県・民間等との連携が必要

個々の施策の実施主体は、村だけではなく、国、県、民間事業者、NPO、 村民など多岐に

わたる。村以外の実施主体が効率的、効果的に施策を実施するためには、強靱化を担う人材の

育成など組織体制の強化及び民間事業者等に対する適切な支援が不可欠であるとともに、各実

施主体との徹底した情報提供 。共有や各主体間の連携が必要不可欠である。
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5.計画の推進 と不断の見直 し
5.1他の計画等の必要な見直し

本計画は、本計画以外の地域強靱化に関する村の計画等の指針となるべきものであり、

本計画を基本として、地域強靱化に係る村の他の計画について必要に応 じて見直しや改善

を行 う。

5.2本計画の進捗管理と不断の見直し

地域強靱化は、第 4章で示した脆弱性評価において想定した 31の 「起きてはならない最

悪の事態」のそれぞれを回避することを企図して本計画を定め、これを基本に地域強靱化

に係る他の計画等について必要に応 じ見直しを図りながら、様々な施策を展開していくも

のである。

また、脆弱性評価の結果を踏まえて推進方針を立て、速やかに各課連携のもとで施策を

実行していくことが極めて重要であり、その際、施策の進捗等に応じて本計画を見直して

いく必要がある。

このため、各施策を実施するとともに、施策の進捗状況の把握等を行 うこととし、施策

等の点検・評価を行い、その結果に応じて計画の見直し。改善を行 う。

このような企画 (Plan)。 実施 (Do)・ 評価 (Check)・ 改善 (Action)の PDCAサイクルを

確立し、計画の効果的な推進を図る。

また、今後の社会経済情勢等の変化や地域強靱化の施策の推進状況等を考慮 し、概ね 5

年ごとに本計画の内容の見直しを行 うこととする。

なお、本村の「北中城村地域防災計画」及び「北中城村第四次総合計画<後期基本計画

>」 は、地域強靱化の視点も踏まえた総合的な計画であり、本計画と同様に指針性を有し、

分野ごとに施策の進捗を管理していることから、本計画と同じ方向を向くよう整合性を図

る必要があるため、本計画の進捗管理については、「北中城村地域防災計画」及び「北中城

村第四次総合計画<後期基本計画 >」 の PDCAサイクルとの整合を図るものとすると
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【別紙 1】

リスクシナリオごとの脆弱性評価と地域強靭化の推進方針

1,直接死を最大限防ぐ

【起きてはならない最悪な事態】

1 住宅地での建物・交通施設等の複合的 。大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の
倒壊及び火災等による多数の死傷者の発生

2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生
3 異常気象等による広域かつ長期的な住宅地等の浸水
4 大規模な土砂災害 (深層崩壊)等による多数の死傷者の発生のみならず、後年度に
わたり村上の脆弱性が高まる事態

5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

1.1 地盤・土木施設等の対策 (実施主体 :関係各課、県 )

各種の地震災害から村土を保全し、村民の生命、身体及び財産を保護するための防災施

設の整備・改修等の事業推進を図る。

(1)地盤災害防止事業の促進 (実施主体 :関係各課 )

地震による液状化現象等の地盤災害を念頭にした市街地開発等による今後の地盤災

害防止に取り組む。

(2)砂防事業の促進への協力 (実施主体 :県 )

村内には、土石流危険渓流や急傾斜地崩壊危険箇所等の上砂災害危険箇所が存在する。

地震発生に伴い、土砂崩壊や地すべり等が発生する恐れがあることから県が行 う砂防事

業を促進することへ協力する。

(3)道路施設整備事業の促進 (実施主体 :建設課)

道路は、地震災害時において人員、物資の緊急輸送その他災害応急対策上の重要な役

割を発揮するため、今後とも引き続き、災害に強い道路網の整備を計画的に推進する。

(4)農地防災事業の促進 (実施主体 :農林水産課)

地震・津波時の農地被害は、特に液状化をはじめとする地盤災害や周辺河)I卜 ため池

等の決壊や津波の浸水等による二次災害として表面化する。これらへの封策 として、地

震・津波に伴 う農地防災事業を計画的に推進し、地震時の被害の拡大防止に努める。
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また、地震による破損等で決壊した場合に大きな被害をもたらすおそれのあるため池

について、ハザー ドマンフ
上
等による適切な情報提供に努める          ,

(5)海岸保全施設対策への協力 (実施主体 :県 )

海岸の保全については、海岸法第 2条の二に規定する海岸保全基本方針に基づき対策

を推進することとなつており、村は、県が行う対策を推進するよう要請し協力する。

(6)上水道施設災害予防対策 (実施主体 :上下水道課、中城北中城消防本部)

地震・津波による上水道施設の被害を軽減するとともに、被災した場合にも速やかに

給水を再開できるように上水道施設 (管路、配水池、ポンプ設備等)の耐震化計画を作

成し、計画的な耐震化の整備を図る。また、災害時における対応に万全を期すよう、危

機管理マニュアル等を策定するとともに、応急給水設備 (応急復旧用資機材、埋設型貯

水槽、給水タンク、給水袋等)の配備について、当村に適した手法を検討し、その整備

を進める。

(7)下水道施設災害予防対策 (実施主体 :上下水道課、総務課)

地震・津波による下水道施設の被害を軽減するとともに、被災した場合にも速やかに排水

を再開できるように新設する下水道施設 (管路、ポンプ設備等)での耐震対応資機材の導

入や、既設施設においても耐震化への改良を計画的に進めるほか、避難所等におけるマン

ホール トイレ対応について、関係部署と連携 し、排水施設の整備や必要となる資機材の確

保を図る。

また、災害時における対応に万全を期すよう、危機管理マニュアル等を策定するととも

に、応急復旧用資機材の配備について、当村に適した手法を検討し、その整備を進める。

(8)高圧ガス災害予防対策への協力 (実施主体 :県 )

高庄ガスによる災害の発生及び拡大を防止するために、国、県、公安委員会、村及び

(社)沖縄県高圧ガス保安協会等は連絡を密にし、保安体制の強化、高圧ガス保安法 (昭

和 26年法律第 204号)及び液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

(昭和 42年法律第 149号)に規定する基準の適正維持を講ずるとともに、保安管理の

徹底への協力を図る。

(9)電力施設及び電気通信施設応急対策 (実施主体 :沖縄電力株式会社 )

沖縄電力株式会社が定める「沖縄電力株式会社防災業務計画」により電力施設に関す

る災害応急対策を実施する。
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(10)通信施設災害予防 (総務課、各電気通信事業者 )

災害時における電気通信手段確保のための応急姑策は、災害が発生又は発生のおそれ

があると認めたとき、NTT西 日本沖縄支店の防災業務計画に基づき実施する。村及び各

電気通信事業者は、災害時の通信の確保を図るため、通信施設に次の予防措置を講ずる

等万全の措置を期するものとする。特に、通信局舎等の耐震性、停電対策、危険分散、

通信経路の多ルー ト化、バックアップ、運用体制及び関係機関の連携等の面から検討 し、

大規模災害時にも重要通信を確保できるように措置する。

(11)通信施設の優先利用等の事前措置 (実施主体 :総務課 )

村は、県及び関係機関とともに、通信施設の優先利用 (災害対策基本法第 57条)及

び優先使用 (同法第 79条)について、最寄りの NTT西 日本、NTTド コモ九州支店、放送

局等とあらかじめ協議を行い、使用手続きを定めておく。また、村長は、防災上緊急か

つ特別の必要があるときは、あらかじめ協議して定めた手続により、災害に関する通知、

要請、伝達及び讐告等の放送を放送局へ依頼する。

1.2 都市基盤の整備 (実施主体 :関係各課 )

土地利用や基盤施設の整備を、災害の拡大を防ぎ、被害の軽減を目指す防災まちづくり

の面から推進する。 、

(1)防災対策に係る土地利用の推進 (実施主体 :建設課 )

地震被害に備えた適正な土地利用の推進により、安全な都市環境の整備を推進する。ま

た、基地返還跡地等今後大規模な開発が見込まれる地域においては、エネルギーの多様化

や自立分散型エネルギーの導入に加えて、それぞれのエネルギーを融通可能な面的な利用

が促進できるように災害時業務継続地区 (BCD)の構築を図る。

(2)都市基盤施設の防災対策に係る整備｀(実施主体 :関係各課)

道路、公園、河川、港湾(砂防等の都市基盤施設や防災拠点、避難地、避難路、避難

誘導標識等の整備に係る事業の計画を策定し、都市の防災化対策を推進する

(3)地震火災の予防 (実施主体 :関係各課、中城北中城消防本部)

地震火災防止のためには、建築物や施設の耐震・不燃化が不可欠なため、防火、準防

火地域の指定等により、建築物の不燃化を推進する。また、広幅員の道路、公園等の延

焼遮断帯を整備して都市の不燃化を図り、空地等を確保することにより火災の延焼防止
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を図り、安全な防災都市の創出を誘導する。耐震性貯水槽等の消防水利の整備や防災拠

点関係施設の整備を計画的に推進し、消防・避難・救助活動の円滑な活動の実施を図る。

(4)津波に強いまちの形成 (実施主体 :関係各課)

津波に強い都市構造化を図るため、沿岸部の土地利用、建築物や土木構造物等の設計

及び都市計画等を実施する。

1.3 災害に強い環境整備 (実施主体 :総務課、関係各課)※総合計画 (後期基本

計画 )

防災対応庁舎をはじめとし、避難場所、避難経路、備蓄倉庫の整備など、都市基盤整

備と連携しながら津波・土砂災害に強い環境整備を図る。

1,4 建築物の対策

既存建築物の耐震性の向上を図るため、「建築物の耐震改修の促進に関する法律 (平成

7年法律第 123号 )」 に基づく「沖縄県耐震改修促進計画」により耐震診断 。耐震改修を

推進するほか、津波への安全性確保の促進に努める。

(1)建築物の耐震化の促進 (総務課、建設課、教育総務課、生涯学習課 )

村は、庁舎や消防施設をはじめ、学校、公民館等の避難施設、不特定多数の者が利用す

る公的建築物の耐震性を確保する。

(2)ブロック塀対策 (実施主体 :建設課、農林水産課、県)

本村では、台風の強い風をよける意味もあつてブロック塀や石垣が多数設置されており、

それらの倒壊による被害を防止するための対策を実施検討する。

1.5 危 [父物等の対策

(1)危険物災害の予防 (実施主体 :総務課、中城北中城消防本部)

危険物施設等に対する指導、危険物運搬車両に紺する指導、保安教育の実施、危険物施

設等の予防に取り組む。

(2)毒物劇物災害予防計画 (実施主体 :総務課 )

地震・津波災害時に毒物劇物が流出又は散逸する等の不測の事態に備えた予防対策の徹
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底を図る。

(3)火薬類災害予防計画 (実施主体 :総務課)            ,

村は、地震・津波時の火薬類による災害の発生を防止するため、国、県、警察本部、第

十一管区海上保安本部及び (一社)沖縄県火薬類保安協会等と相互に連携し、保安体制の強

化や火薬類取締法に規定する基準の適正維持を講ずるとともに、保安教育の徹底を図る。

1.6 防災訓練計画

(1)防災訓練 (実施主体 :総務課、関係各課 )

地震 ,津波災害への避難体制を確立し、防災思想の普及を図るため、村、県、防災関係

機関及び村民が一体となつて、計画的に防災訓練を実施する。

(2)総合防災訓練 (実施主体 :総務課、関係各課)

村は、県との連携のもと、広域的な被害を想定した総合訓練を実施 し、当該訓練の実施

に際しては、訓練のテーマ、対象者、実施内容、及び具体的目標等を工夫し、村全体の防

災意識や連携体制を向上させる効果的な訓練を実施する。

また、地域特性や被害想定等を踏まえ、多くの地域住民や関係団体等が参加する実践的

な地震防災訓練を実施する。

1.7 地震・津波知識の普及・啓発に関する計画

地震・津波災害を念頭においた村及び関係機関の職員並びに地域住民に対する防災知識

の普及・啓発は、以下のとおり実施する。

(1)防災意識の普及 じ宣伝 (実施主体 :総務課、教育総務課)

村防災計画の概要や地震津波の知識及び地震災害時の心得などについて広報し、常に住

民の理解と認識を深めるように努め`る。

(2)個別防災教育の推進 (実施主体 :総務課、教育総務課 )

各防災関係機関は、地域住民や災害対策関係職員の地震災害時における適正な判断力の

養成と防災体制の確立を目的とし、防災知識の徹底を図る。

(3)災害教訓の伝承 (実施主体 :総務課、教育総務課 )

村は、過去に起こつた大規模災害の教訓等を確実に後世に伝えていくため、災害教訓等

の伝承の重要性を啓発するとともに、大規模災害に関する調査分析結果や映像を含む各種
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資料を広く収集・整理し、適切に保存するとともに、広く一般に公開するよう努める。ま

た、村民等が災害の教訓を伝承する取組を支援するように努める。

1.8 自主防災組織育成計画 (実施主体 :総務課)

地震・津波への対応力を強化するためには、自分達の地域は自分達で守ろうという隣保

協同の精神に基づき、地域住民が自主的に防災活動を行 う体制を確立することが、大変重

要となる。

自主防災活動をより効果的に行 うためには、地域ごとに住民が連帯して自主防災組織を

結成し、日頃から訓練を積み重ねておく必要がある。このため、村は、地域住民などによ

る自主防災組織の設置を積極的に推進し、その育成強化を図る。

(1)住民の防災意識の向上

村は、住民に対する防災意識の向上や、地域における自主防災組織の結成や住民参加の

推進等を図るため、パンフレット等資料の作成や周知と、講凍会等の開催について積極的

に取り組む。

1。 9 自助・互助・共助・公助による地域防災力の向上 (実施主体 :総務課、福祉
課、関係各課)※総合計画 (後期基本計画)

村は、パンフレット、災害危険区域予測図 (ハザー ドマップ)等による防災意識の普及

啓発と、避難場所、避難ルー トの認知徹底に努める。自主的な防災組織の立ち上げを推進

するとともに、防災公園の活用促進や防災訓練等の支援に努める。常時より、高齢者や障

がい者、外国人、乳幼児など避難行動要支援者の見守り体制づくりを進め、災害時に情報

提供や避難誘導、救急、救助ができる地域ネットワークの体制強化を図る。

「大規模災害時における地域防災協定」による防災訓練を実施することで、地域防災の

向上に努める志災害時における他市町村・県、その他関係機関との協力体制など広域的に

姑応できる体制の整備を図る。

1.10 地区防災計画の普及等 (実施主体 :総務課 )

(1)地区防災計画の普及

村は、各地区の共助による計画的な防災活動を推進するため、内閣府の「地区防災計画

ガイ ドライン」や地区防災計画の事例等を活用し、自主防災組織や事業所等に地区防災計

画の作成方法、手順、提案の手続き等を普及、啓発する。
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1.11 活動体制の確立 (実施主体 :総務課)             (

多岐にわたる災害応急対策を迅速かつ円滑に実施するためには、対策の前提となる活動

体制を整えておく必要がある。そこで、以下の点を重点に活動体常1の確立を図る。

(1)職員の防災封応力の向上

職員を対象とした防災研修会を定期的に開催 し、職員の資質の向上を図る。また、防災

に関する記事、レポー ト等を全ての課に配付するとともに、村広報誌に防災関係記事を掲

載し、職員及び村民の防災への理解を深める。

防災担当職員は防災業務の要であり、災害対策の統制活動が求められる。また、各担当

班における配備要員は、応急対策のリーダーシップが求められる。これらの職員が災害発

生時に的確な活動を行 うためには、平時から特に重点的な研修実施に取り組む。

また、村は、応急対策全般への対応力を高めるため、緊急時に外部の専門家等の意見 。

支援を活用できるような仕組みを平常時から構築するように努める。

また、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興のため、退職者 (自衛隊等の国の機関の退

職者も含む。)の活用や、民間の人材の任期付き雇用等の人材確保方策をあらかじめ整え

るように努める。

(2)物資及び資機材の確保体制の充実

村は、燃料、発電機、建設機械等の応急・復旧活動時に有用な資機材、地域内の備蓄量、

供給事業者の保有量を把握 し、不足する資機材等については、関係機関や民間事業者と連

携して必要な量を備蓄し、又は災害時に迅速に調達できる体制等の整備に努めると

島嶼地域である本県においては、本土と比較しエネルギー調達の制約を受けやすいこと

から、災害時における医療活動・行政機能の継続及び経済活動維持を目的とした石油や LP

ガスに限らず液化天然ガス等を含めたエネルギーの多様化を積極的に推進する。

(3)応援体制の強化

被害が甚大で村及び県において対応が困難な場合、外部からの応援を求める必要がある。

村は、平時より連絡 。応援体制の強化を図る。

(4)交通確保・緊急輸送体制の充実

大規模災害発生時には、災害対策要員、負傷者、物資及び資機材等多様かつ大量の輸送

需要が生じる。こうした輸送を円滑に行うためには、輸送用車両等の確保と併せて、輸送

を円滑に行うための事前措置が必要であり、今後対策を推進する。
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(5)広報広聴体制の充実

被災地での流言飛語や二次災害を防止するための情報、災害応急対策に関する情報 (姑

策の進捗状況、救援物資についてのお願い、ボランティアの募集等)を被災地内外に的確

に発信することは、災害応急対策を円滑に進める上で極めて重要であるため、広報広聴体

制を早急に整える。

(6)防災搬′煮の整備に関する検討

防災拠点は、,平常時には防災知識の普及・啓発、地域防災リーダー等の教育・訓練の場、

さらには防災資機材や物資備蓄の場であり(災害時には、避難場所や災害応急対策活動及

び情報通信等のベースキャンプともなる。このため、各自治会の区域にはコミュニティ防

災拠点を、小学校区 。中学校区には地域防災拠点を確保する必要があり、これらの整備を

推進する。

また、非常時における活動維持を視野に入れたエネルギーの多様化を積極的に推進する。

さらに、ライカム地区を広域防災拠点として整備を進める。  :

(7)公的機関等の業務継続性の確保

村は、地震・津波発生時の災害応急対策等の実施や優先度の高い通常業務の継続のため、

災害時に必要となる人員や資機材等を必要な場所に的確に投入するための事前の準備体

制と事後の対応力の強化を図り、業務継続計画 (BCP)を策定する。

また、実効性ある業務継続体制を確保するため、必要な資源の継続的な確保、定期的な

教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に応 じた体制の見

直し及び計画の改訂などを行 う。

さらに、業務を継続して行 うための各種データ及びそれらのデータを扱 うシステム等の

総合的な整備保全やバックアップ体制の整備を進める。

加えて、非常時における活動維持を視野に入れたエネルギーの多様化を積極的に図る。

1。 12 津波避難計画の策定・推進 (実施主体 :総務課)

(1)津波避難計画の策定

村は、県が策定する津波避難計画策定指針及び村で定める避難指針、津波浸水想定結果

及び海抜高度図等を基に、本村の実情に応じた津波避難計画を策定するよう努める。

(2)要配慮者、不特定多数の者が利用する施設等の管理者

観光・宿泊施設、交通施設、医療・福祉施設、学校、ションピングセンターその他の不

特定多数の者が利用する施設の管理者は、観光客や施設利用者等の円滑な避難体制を中心

とした防災マニュアルを策定し、訓練を実施する。この際、多数の避難者の集中や混乱等
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も想定した内容とする。

1.13 津波危険に関する啓発 (実施主体 :総務課、教育総務課)

(1)村における対策     i

村は、住民等を対象に津波危険に関する啓発 。普及を繰 り返し行 う。
t

(2)広報・教育 。訓練の強化

村の津波避難計画を反映した津波ハザー ドマップの作成・公表を促進するとともに、防

災教育、訓練、広報その他土地取引における確認等を通じてハザー ドマップの内容の理

解を促進する。また、村は、教育関係者と連携して、過去の津波災害の脅威や教訓等を

伝承する機会を定期的に設けるほか、学校教育をはじめ様々な場面で活用できる津波防

災教育プログラムや危機意識を共有できるリスクコミュニケーション手法を整備 し、住

民の津波防災への理解向上に努める。

1.14 津波に対する警戒避難体制 。手段の整備 (実施主体 :総務課 )

村は、本村の自然環境、地理条件、津波対策の現況等を考慮し、津波への警戒・避難体

制の向上や津波避難困難地区の解消等を図る。

(1)危険予想区域住民に対する情報伝達体制の整備         .     (

村は、津波危険地域及び住家に対して津波警報等の内容に応じた避難指示 (緊急)等の

具体的な発令基準や迅速な広報体制を整備し、地震情報や津波警報等を自動的に伝達する

システムの導入等、迅速な情報伝達体制の確保に努める。

村は、地震情報、津波警報、避難勧告等が住民の迅速・的確な避難行動に結びつくよう、

要配慮者、観光客及び外国人等に配慮して、効果的な伝達内容等を準備する。

また、関係事業者と連携 して、津波警報等が確実に伝わるよう、防災行政無線、全国瞬

時警報システム (J― ALERT)、 災害情報共有システム (Lアラー ト)、 テレビ、ラジ
オ (コ ミュニティFM放送を含む。)、 携帯電話 (緊急速報メール機能を含む。)及びワン
セグ等を用いた伝達手段の多重化、多様化に努める。

(2)監視警戒体制等の整備

津波危険に対し警報等の把握、海岸地域及び河日付近の監視装置の設置等、監視警戒体

制を整備する。
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'(3)避
難ルー ト及び避難ビルの整備

避難距離の長い避難ルー トの見直し、避難ルー ト・避難場所案内板の設置、津波避難ビ

ルとの協定締結、津波避難場所の指定 。整備、津波避難困難地域の解消等に向けた整備に

取り組む。
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2 救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健
康・避難生活環境を確実に確保する

【起きてはならない最悪な事態】

1 被災地での食料・飲料水 。電力・燃料等、生命に関わる物資・エネアレギー供給の

停止

2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生
3 自衛隊、若警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足
4 想定を超える大量の帰宅困難者の発生による水・食料等の供給不足
5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルー トの途絶、エネルギー供給の

途絶による医療機能の麻痺

6 被災地および避難所における疫病・感染症等の大規模発生

2.1 消防職員等の確保 (実施主体 :総務課、中城北中城消防本部)

(1)消防職員の確保

消防職員は消防活動の中枢を担つているため、村は、消防職員数の確保に努める。

2.2 企業防災の促進 (実施主体 :総務課、企画振興課)

(1)事業者における防災対策の強化

各事業者は、災害時の企業の果たす役割 (生命の安全確保、二次災害の防止、事業の継

続、地域貢献 。地域との共生)を十分に認識し、災害時においても重要業務を継続するた

めの事業継続計画 (BCP)を 策定するよう努めるとともに、防災体制の整備、防災訓練
の実施、事業所の耐震化・耐浪化の推進、石油・プロパン(LP)ガス 。液化天然ガス (LNG)

等の備蓄可能な燃料の確保の他、高効率コジェネレーション、燃料電池、蓄電池、再生可

能エネルギー等の自立分散エネルギーの導入を検討する。また、予想される被害からの復

旧計画の策定、各計画の点検・見直し、燃料・電力等重要なライフラインの供給不足への

対応計画の策定及び取引先とのサプライチェーンの確保等の事業継続上の取組を継続的

に実施するなど事業継続マネジメント (BCM)の 取組を通じて、防災活動の推進に努め
る。         ＼

特に、食料、飲料水、生活必需品を提供する事業者など災害応急対策等に係る業務に従

事する企業は、村が実施する企業との協定の締結や防災訓練の実施等の防災施策の実施に

協力するよう努める。
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(2)個別応急対策の迅速かつ円滑な実施のための事前措置の充実 (実施主体 :関

係各課 )

多種多様な災害応急対策活動を迅速かつ円滑に実施するためには、各々の活動に対応し

たきめ細かな事前措置を施していく必要がある。

また、民間事業者に委託可能な業務 (被災情報の整理、支援物資の管理・輸送等)につ

いては、あらかじめ民間事業者との間で協定を締結しておくことで、民間事業者のノウハ

ウや能力等を活用し、災害時に迅速かつ効果的に対策を進めることが可能となる。そこで、

各々について以下の対策を講じる。

(3)生命・財産への被害を最小限とするための事前措置の充実

住民の生命・財産への被害を最小限とするためには、情報の伝達、避難誘導、救出救助、

緊急医療、消防活動及び二次災害防止活動の各段階においてきめ細かな事前措置を施して

いく必要があるための対策を積極的に推進する。

(4)被災者の保護・救援のための事前措置の充実

村は、被災者に対してきめ細かな保護・救援を迅速に行 うための対策を推進する。

2.4 消防防災ヘ リコプターの臨時離発着場整備の検討 (実施主体 :総務課 )

地震等の大規模災害が発生した場合、被害情報の収集、物資や防災要員の輸送、空中消

火活動及び負傷者の搬送等を迅速に行 う必要が出てくるが、道路の寸断や渋滞によつて陸

上からの情報収集や輸送・搬送には大きな障害が発生する可能性が高い。

そこで、村においては、消防防災ヘ リコプター臨時離発着場の整備について、県と連携

を図ることを検討する。

＼

(1)被害情報の収集補助・協力

震度 4以上の地震等大規模な災害が発生した場合、直ちに出動を要請し被災地上空から

の映像を直接災害対策本部室に電送する作業に協力する。

(2)物資や防災要員の輸送補助・協力

緊急に輸送が必要な物資や防災要員を現地に迅速に輸送する活動を補助・協力するため

の中継基地の整備を検討する。             、

(3)負傷者の搬送・協力

後方医療施設に搬送が必要な負傷者を迅速に搬送する活動を補助・協力するための中継

基地の整備を検討する。
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(4)空中消火活動

消防車等の進入困難地域や広範囲な火災に迅速に対応する。

なお、運用を円滑に行 うために、消防職員の訓練・研修、ヘリコプター臨時離発着場の

整備、警察本部及び自衛隊保有のヘリコプターとの連携体制の確立等を並行して推進する。

2.5 消防、緊急体制の拡充 (実施主体 :総務課、関係各課)※総合計画 (後期基
本計画 )

中城北中城消防本部との連携を図り、住民の安全安心を確保できる体制強化を図る。ま

た、AED(自 動体外式除細動器)の使用を含めた各種救急講習の普及・啓発を図る。災
害やパンデミック・などを想定し、医療機関や関係機関と連携し救急医療体制の強化を図る。

i   *パ
ンデミック :限 られた期間に、ある感染症が世界的に大流行すること

2.6 要配慮者の安全確保計画 (実施主体 :福祉課)

高齢者、障がい者、外国人、乳幼児及び妊産婦等の要配慮者に対しては、防災知識の普

及 。啓発、災害時の情報提供、避難誘導及び救護・救済対策等の様々な面で配慮が必要で

ある。

このため、平時から地域において、要配慮者への支援体制を整備 しておくことが重要で

ある。特に、避難行動要支援者には事前の避難支援プランを策定や村への登録など、特に

配慮するとともに、避難場所での健康管理や応急仮設住宅への優先的入居等を行える体制

等の整備に努める。

(1)社会福祉施設等における安全確保

社会福祉施設や幼稚園、及び保育園 (保育所)における要配慮者の安全を図る。

(2)在宅で介護を必要とする住民の安全確保

心身に障害を有する者 (児童を含む。以下同じ)、 介護を要する高齢者については、身

体諸機能の障害による移動困難及び判断能力の減退等による行動困難等、防災上の困難が

認められる。また、常時単身で日常生活を営む高齢者についても、生活環境の面から防災

上の特別の配慮を必要とする。したがつて、関係機関の連携等により、在宅介護者等の安

全確保に努める。

(3)不特定多数の者が利用する施設における安全確保

不特定多数の者が利用する施設等には、高齢者や障がい者、外国人等のように災害発生

時には自力で避難することが困難な人々が多く出入 りしていることから、これら要配慮者
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の安全を確保するためには、日頃から十分な防災対策を講じておくことが必要である。

2.7 観光客・旅行者・外国人等の安全確保 (実施主体 :企画振興課 )

村、 (―社)北中城村観光協会、防災関係機関、観光施設、宿泊施設及び交通施設等の管

理者は、観光客等の行動特性を考慮し、地理に不案内な観光客 。旅行者等や日本語を解さ

ない外国人等が地震・津波災害に遭遇した場合を想定した安全確保体制を整備する。

(1)観光客・旅行者等の安全確保

避難標識等の整備、普及、観光客・旅行者・宿泊客の避難誘導 。帰宅支援体制の整備、

観光関連施設の耐震化促進、帰宅困難な観光客に対する帰宅支援体制の整備に取り組む。

(2)外国人の安全確保

村は、国際化の進展に伴い、本県に居住・来訪する外国人が増加していることを踏まえ、

言語 。文化・生活環境の異なる外国人の災害時における避難対策等の充実強化を図り、的

確な行動がとれるような支援方策と環境づくりに努める。

(3)観光危機管理体制の整備

村は、観光危機管理を促進するための指導者等を育成するとともに、県及び観光関連団

体等と連携 して観光危機管理に関する知識等の普及啓発を図る。

また、村は、県及び観光関連団体等と連携し、地震・津波等の観光危機発生時に観光客

が必要とする各種情報を収集し、要支援観光客や交通手段などにも配慮しつつ総合的かつ

迅速に、情報発信を行える体制を整備する。危機発生時には、村、県、(一財)沖縄観光コ

ンベンションビューロー、(―社)北中城村観光協会等の観光関連団体・事業者等間の通信

を確保できるよう、非常用通信手段の整備に努める。

2.8 建築物の姑策 (「 1.4」 再掲)

2.9 防災訓練計画 (「 1.6」 再掲)

2.10 地震・津波矢日識の普及・啓発に関する計画 (「 1.7」 再掲 )

2.11 自主防災組織育成計画 (実施主体 :総務課)(「 1.8」 再掲)
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2.12 自助 。互助・共助・公助による地域防災力の向上 (実施主体 :総務課、福祉

課、関係各課)※ 総合計画 (後期基本計画)(「 1.9」 再掲)

2.13 地区防災計画の普及等 (実施主体 :総務課)(「 1.10」 再掲)

2.14 活動体制の確立 (実施主体 :総務課)(「 1。 H」 再掲)

2.15 津波避難計画の策定・推進 (実施主体 :総務課)(「 1.12」 再掲)

2.16 津波危険に関する啓発 (実施主体 :総務課、教育総務課)(「 1.13」 再掲)

2.17 津波に姑する警戒避難体制。手段の整備 (実施主体 :総務課)(「 1.14」 再掲)
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3 必要不可欠な行政機能は確保する

【起きてはならない最悪な事態】

1 被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化、社会の混乱
2 村の職員 。施設等の被災による機能の大幅な低下

3.1 初動体制の強化 (実施主体 :総務課)

突然発生する災害に迅速かつ円滑に姑処するためには、必要とされる災害に関する情報

(被害情報や応急対策活動の実施状況等)を災害発生後素早く把握し、防災関係機関とし

て所要の体制をできるだけ早く確立する必要がある。村は、以下の 6つの点を重点に初動

体制の強化を図る。

(1)職員の動員配備対策の充実

職員 (要員)を迅速かつ的確に確保することは、初動期の活動のための絶対条件のひと

つである。そこで、職員が災害発生後速やかに職務に従事 。専念できる体制を整えるため

の対策を図る。

(2)災害対策本部の円滑な設置・運営のための備えの充実

災害発生時に円滑に災害対策本部を設置し運営できる体制を確保するための対策を推

進する。

(3)災害情報の収集・伝達体制の充実

村は、被害情報 (被害情報や応急対策活動の実施状況等)を迅速に把握するための対策

を推進する。

(4)情報分析体制の充実

村は、収集した災害情報を的確に分析・整理する人材の育成及び専門家の意見活用体制

を整備する。

(5)災害対策実施方針の備え

村は、収集した災害情報をもとに、災害対策本部において速やかに災害対策の実施方針

を打ち出せるように、策定の手順や方法等を検討しておく。

(6)複合災害への備え

村は、後発災害の発生が懸念される場合にも要員 。資機材を適切に配分し、また、外部
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への応援を早期に要請できるように対応計画の策定に努める。

3.2 防災訓練計画 (「 1.6」 再掲)

3.3 地震 。津波知識の普及・啓発に関する計画 (「 1.7」 再掲 )

3.4 地区防災計画の普及等 (実施主体 :総務課)(「 1.10」 再掲)

3.5 活動体制の確立 (実施主体 :総務課)(「 1,11」 再掲)

3.6 津波避難計画の策定。推進 (実施主体 :総務課)(「 1.12」 再掲)

翫7 津波危険に関する啓発 (実施主体 :総務課、教育総務課)(「 1.13」 再掲)
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4 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する

【起きてはならない最悪な事態】

1  電力供給停止等による防災・災害対応に必要な情報通信インフラの麻痺・機
能停止等での封策本部機能の機能不全

2  テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

4.li初動体制の強化 (実施主体 :総務課)(「 3.1」 再掲)

4.2 消防防災ヘリコプターの臨時離発着場整備の検討 (実施主体 :総務課)(「 2.4」

再掲)

4.3 消防、緊急体制の拡充 (実施主体 :総務課、関係各課)※総合計画 (後期基
本計画)(「 2.5」 再掲)

4,4 津波に対する警戒避難体制。手段の整備 (実施主体 :総務課)(「 1.14」 、「2,17」

再掲)

4.5 災害に強い環境整備 (実施主体 :総務課)※総合計画 (後期基本計画)

新規市街地での地域防災無線の拡充および難聴地域の解消に努め、IP無線など情報伝達

手法の多様化に対応し、災害時における迅速な情報提供が行える環境整備を図る。
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5 経済活動を機能不全に陥らせない

【起きてはならない最悪な事態】

1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下による地域経済活動の低下
2 社会経済活動・サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止による
甚大な影響

3 食料等の安定供給の停滞

5.1 危険物等の対策 (「 1.5」 再掲)

5.2 企業防災の促進 (実施主体 :総務課、企画振興課)(「 2.2」 再掲)

5,3 個別応急対策の迅速かつ円滑な実施のための事前措置の充実 (実施主体 :関

係各課)(「 2.3」 再掲)

5.4 消防防災ヘリコプターの臨時離発着場整備の検討 (実施主体 :総務課)(「 2.4」

再掲)

5.5 消防、緊急体制の拡充 (実施主体 :総務課、各関係課)※総合計画 (後期基
本計画)(「 2.5」 再掲)
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6 ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワィク等の被害を最
小限に留めるとともに、早期に復旧させる

【起きてはならない最悪な事態】

1 電力供給ネットワーク (発変電所、送配電設備)や石油・LPガスサプライチェーン

等の長期間にわたる機能停止

2 上水道等の長期間にわたる供給停止、異常渇水等による用水供給の途絶
3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止
4 地域交通網の交通インフラが分断される事態

6.1 都市基盤の整備 (実施主体 :関係各課)(「 1.2」 再掲 )

6.2 企業防災の促進 (実施主体 :企画振興課)(「 2.2」 、「5.2」 再掲 )
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7 制御不能な複合災害・二次災害を発生きせない

【起きてはならない最悪な事態】

1 住宅地の大規模火災の発生沿線 。沿道の建物倒壊に伴 う直接的な被害及び交通
麻痺

2 ため池、防災インフラ等の損壊・機能不全による二次災害の発生
3 有害物質の大規模拡散・流出による村域及び周辺の荒廃
4 農地・森林等の荒廃による被害の拡大
5 風評被害等による地域経済等への甚大な影響

7.1 地盤 。土木施設等の姑策 (実施主体 :関係各課、県)(「 1.1」 再掲 )

7.2 都市基盤の整備 (実施主体 :関係各課)(「 1.2」 再掲)

7.3 危険物等の対策 (「 1.5」 再掲)

7.4 観光客・旅行者・外国人等の安全確保 (実施主体 :企画振興課)(「 2,7」 再掲)

7.5 防災訓練計画 (「 1.6」、「2。 9」 再掲)

7.6 地震・津波知識の普及 。啓発に関する計画 (「 1,7」 、「2.10」 再掲)

7.7 地区防災計画の普及等 (実施主体 :総務課)(「 1.10」 、「2.13」 再掲)

7.8 津波避難計画の策定 。推進 (実施主体 :総務課)(「 1.12」、「2.15」 再掲)

7.9 津波危険に関する啓発 (実施主体 :総務課、教育総務課)(「 1。 13」 、「2。 16」

再掲)
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8 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備す
る

【起きてはならない最悪な事態】

1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態
2 道路啓開等の復旧 。復興を支える人材等 (専門家、コーディネーター、労働者、
地域に精通した技術者等)の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態

3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復興が大幅に遅れる事態
4 基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

8.1 災害ボランティア活動環境の整備 (実施主体 :福祉課、教育総務課(生涯学

習課、村社会福祉協議会)

(1)ボ ランティア意識の醸成

村及び県は、ボランティア精神の芽を育てるために、幼少期からの教育や体験に勝るも

のはなく、学校教育に積極的に取り入れを図る。また、村及び村社会福祉協議会は、社会

教育活動の中でボランティア講座等を開催して、ボランティアヘの理解と実践への機会の

創出を図る。

(2)ボランティアの育成等

村は、ボランティアが効果的な活動を実施するため、県社会福祉協議会及び村社会福祉

協議会と連携して、平時からボランティアの育成に努める。また、災害時におけるボラン

ティアの迅速かつ有効な活用を図るため、専門ボランティアを平時から登録し、把握に努

める。日本赤十字社沖縄県支部及び県社会福祉協議会及び村社会福祉協議会と連携し、災

害時にボランティアを指導し、効果的な活動が行えるようボランティアコーディネーター

の養成に努める。

(3)ボランティア支援対策                  ・

村は、県 。村社会福祉協議会と連携 して、ボランティアの受付場所、受付要員及び活動

拠点について準備 。指定しておく。

8.2 観光客。旅行者・外国人等の安全確保 (実施主体 :企画振興課)(「 2,7」 、「7.4」

再掲)
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8,3防災訓練計画 (「 1.6」 、「2.9」 、「7.5」 再掲)

8.4 地震・津波知識の普及・啓発に関する計画 (「 1.7」 、「2.10」 、「7.6」 再掲 )

8.5 自主防災組織育成計画 (実施主体 :総務課)(「 1.8」 再掲)

8。 6 自助 。互助・共助 。公助による地域防災力の向上 (実施主体 :総務課、福祉
課、関係各課)※総合計画 (後期基本計画)(「 1.9」 再掲)

8,7 地区防災計画の普及等 (実施主体 :総務課)(「 1.10」 再掲)

8.8 個別応急対策の迅速かつ円滑な実施のための事前措置の充実 (実施主体 :関

係各課)(「 2.3」 再掲)

8.9 津波避難計画の策定 。推進 (実施主体 :総務課)(「 1.12」 再掲)

8.10 津波危険に関する啓発 (実施主体 :総務課、教育総務課)(「 1.13」 再掲)
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1.【別紙2】 リスクシナリオごとの脆弱性評価と地域強靱化の推進方針

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

1 大規模自然災害が発生したときで

も人命の保護が最大限図られる

1-1 住宅地での建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊及び火

災等による多数の死傷者の発生

1-2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生

1-3 異常気象等による広域かつ長期的な住宅地等の浸水

1-4 大規模な土砂災害 (深層崩壊)等による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり村土

の脆弱性が高まる事態

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

・危険性のある既設ブロック塀の撤去を進める。

・地震発生時の家庭での室内安全対策として、家具の転落・転倒防止対策の周知啓発を行う。

・災害時に支障のでないように、公園等一時避難場所の維持管理に努める。

・内水ハザードマンプの作成、更新を行う。

・雨水による浸水箇所の姑策を進めるとともに、必要に応じて調整池を整備する。

・被災した村民の固定資産の資産価値の大幅な減少が見込まれる事案への減免措置に関する法的整備を進める。

・被災した村民に対する住民税の減免に関する法的整備を進める。

こ観光客が速やかに避難できるよう多言語による避難案内板の整備を進める。また、防災マンプの多言語化も図る。

・自主防災組織を主体とした避難訓練を実施する。

・緊急メール、防災メールの活用により速やかな避難を伝える。

・要介護者、要支援者への緊急通報システムの維持管理に努める。

・職員に特殊無線従事者講習を受講させるとともに、村の保有する通信設備の維持管理に努める。

・雨量計、震度計の設置を進めることで早期の情報収集力を高める。

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

2 大規模自然災害発生直後から救

助・救急、医療活動等が迅速に行

われる(それがなされない場合の

必要な対応を含む)

2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

2-4 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水・食糧等の供給不足

2-5 医療施設及び関係者の絶紺的不足・被災、支援ルー トの途絶による医療機能の麻痺

2-6 被災地及び避難所における疫病・感染症等の大規模発生

・公共施設へのAED設置を進める。

・非常食及び飲料水の備蓄を進める。

・コンテナ式水耕施設及び園芸施設より食料、飲料水の供給が図れるように整備を進める。

・食料の供給に関して、災害時の学校給食調理場の活用について検討する。

・自主防災組織の資機材の充実や研修・合同訓練における体制を強化する。

・建設会社との災害時協力協定の締結に努める。

・ヘリ栄急離発着所の整備について県と調整を図る。
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・避難所となる公共施設や学校施設の耐震化、長寿命化及び維持管理に努める。また、建替えの必要な施設については建替えを進める。

・避難した住民や観光客への情報提供手段としてWi―FIの設置を進める。

・災害時要援護者支援システムの維持管理に努める。

・避難所における衛生環境に備え、簡易 トイレ、消毒薬剤等の整備に努める。

・避難所において疫病が発生しないように、日頃から予防接種受診の啓蒙を進める。

・各避難所の運営委員会を平時より立ち上げておく。

・大規模医〉寮施設と避難拠点を結ぶ歩道橋の整備を進める。

・
Ⅲ
観光客の避難や被災対応についても、観光協会等と連携を進める。

・避難所において重傷者への射応について検討する。

・医療救護班等の派遣や医薬品等の補給などの要請方法について研修会等に参カロし検討する。

・遺体等への対応について検討する。

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

3 大規模自然災害発生直後から必要

不可欠な行政機能は確保する

3-1 被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化

3-2 村の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

・防犯カメラの設置を進める。

・役場庁舎の耐震建替えを進める。

・災害発生後であつても必要な業務データは定期的にバンクアップを行う。

・応急復旧に備えて資機材の備蓄を行う。

・訓練を通じ、地域の防災リーダーを育成する。

・他自治体との相互応援協定の締結に努める。

・消防国との連携と復旧用資機材の確保や研修・訓練による体制を強化する。

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

4 大規模自然災害発生直後から必要

不可欠な情報通信機能は確保する

4=1 電力供給停止等による情報通信の麻痺・長期停止

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

防災行政無線及び防災情報システムの整備を進める。防災カメラの維持管理に努める。

小型発電機を整備し適正に管理する。

バイオカ'ス・マス発電により医療施設や避難施設への電気・熱エネルギーの供給が可能となる整備を進める。

衛星電話を主要施設に配置する。

太陽光発電システムを有する公民館の活用について検討する。

スタジオキタナカによる災害情報発信について検討する。
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事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

5 大規模自然災害発生後であつて

も、経済活動 (サプライチェーンを

含む)を機能不全に陥らせない

5-1 サプライチエーンの寸断、基幹的交通ネットワークの機能停止等による地域経済活動の低下

5-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止

5-3 食料等の安定供給の停滞

・住民及び企業に非常食料備蓄の啓発を図る。

・企業との防災協定締結に努める。

・ライカム地区公園内の井戸を防災時に利用できるように検討する。

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

6 大規模自然災害発生後であつて

も、生活・経済活動に必要最低限

の電気、ガス、上下水道、燃料、

交通ネットワーク等を確保すると

ともに、これらの早期復旧を図る

6-1 電力供給ネットワーク(発変電所、送配電設備)や石油・LPガスサプライチェーンの機能の停

止

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止、異常渇水等により用水の供給の途絶

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態

・民間との燃料供給協定締結に努める。

・インフラ関係企業に災害時業務継統計画の作成を促す。

・LNGを含めたエネルギーの多様化を進める。

・道路を含む構造物の耐震化及び老朽化対策を進めるとともに、維持管理にも努める。また、防災の観点より無電柱化を進める。

・上下水道施設の整備及び維持管理に努める。また、災害時に備えて給水車の配備に努める。

・雨水排水路の整備及び維持管理に努める。

・災害時に備えて土木補修用工事資機材を確保する。

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

7 制御不能な二次災害を発生させな

い

7-1 住宅地での大規模火災の発生、沿線・沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺

7-2 ため池、ダム、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生

7-3 有害物質の大規模拡散・流出

7-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡大

7-5 風評被害等による地域経済等への甚大な影響

・組織において防護服等の配備を進める。

・農道及び灌漑施設の維持管理に努める。

・森林整備、保全することで、森林の機能維持及び向上に努める。

・鳥獣害姑策を適正に実施し、畑や山林等が荒廃しないように努める。

・風評被害が拡散しないように正確な情報発信体制を構築する。

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態
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8 大規模自然災害発生後であって

も、地域社会・経済が迅速に再

建・回復できる条件を整備する

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧 !復興が大幅に遅れる事態

8-2 道路啓開等の復旧。復興を担う人材等 (専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通し

た技術者等)の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態

8-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態

8-4 基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

・すみやかな復旧の資料として、地図情報システムの管理に努める。

・被災後の地域の健全化確保の為、平時より犬の登録管理、野犬の補獲、狂大病注射を行っておく。また、必要に応じて家畜疾病対策指導を行

う。

・迅速な復旧に備えて災害ボランティア用の資機材を備蓄する。       I

・災害廃棄物処理計画を策定し、廃棄物の仮置き場の確保に努める。また、復旧のための上取り場、土捨て場についても検討する。

・公営墓地の整備を進め、管理が不十分な墓地を削減させる。
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【参考資料1】 Jと中城村国土強靱化地域計画(リスクシナリオ設定シート) (煩雑化防止のため再掲は除く)

事前に備えるべき目奉 起きてはならない最悪の事態

施策分野
脆弱性評価の結果及び課題

総務課 企画振興課 税務課 住民生活課 福祉課 健康保険課 農林水産課 建設課 上下水道課 教育総務課 生涯学習課 中城北中城消防本部

1

穴吾11興目然災晋

が発生したときで

も人命の保離が
最大限口られる

1

司丁衝地での燿靱・更遺肥融寺の概含門天況猥l笠】颯や1王 =七密果理に

おける火災による死傷者の発生、不特定多数が集まる施設の倒壊・
fA′ 1ヽ

・特殊無線従事者講
習の受講
・通信設備の維持管
理
・防災マップの多言語
1ヒ

・防災メール
・雨量・震度計の設置
・家具等の転落、転倒
防止推進
・各自治会・各団体と
の避難訓練実施

・多言語観光及び避
難所案内板の整備

根災村民に対する固
定資産税及び住民税
の減免措置に関する
法的整備

・地域消毒等の要望
への対応体制の整備

・繁急遺早世システム程

侍管理

・這 1不寮言L箇 P,Iの 経
保

・蘇林 区域 における適

正な保全、維持管理
・公国寺一時避要区場
所の整備及び維持管
理
・直営でも対応可能な
職員の免許及び資格
取得の推進

・南本によ`6浸水ヌヽT兼
・内水ハザー ドマップ

作成、更新
・調整池整備

・既設フロツク塀徹云
・緊急メール
・定期的な防災訓練
の実施

・避 難肥 設 程 持 宮埋

耐震化

2
広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生

3
異常気象等による広域かつ長期的な市衝地等の浸水

4
大規模な土砂災吾(深層崩壊)等による多数の死幅者の発生のみな
らず、後年度にわたり県上の脆弱性が高まる事態

5
多数の死偏者の発生

2

大規模自然災署
発生直後から敷
助・枚急、医療活
動等が迅速に行
われる(それがな
されない場合の
必要な対応を含
む)

1

檄災地での食料・飲料水等、生命に関わる物責供給の長期得止 ・公共万こ設AED設置
・非常食、飲料水、防
災消耗品の備蓄
・自主防災組織育成
・避難所に簡易トイレ
の整備
・合同防災訓練
・避難所運営委員会
の設置

'硯光隔 報 インフラ蟹

備lW卜盾)
・観光客の避難被災
対応

・災吾時要援護者支
援システム維持管理
・避難施設維持管理、
耐震化
・消毒薬剤の備蓄

予防接種
母子検診

・吾虫対策
・家畜疫病対策指導、
対応

・避難争ヅと原を補ふ歩

進橋の整備
・ヘリ緊急離発着所及
び周辺施設整備
・建設会社との協定
・主要村道の維持管
理
・村道沿いの定期点
検、修繕

・区急給水設備等の
確保及び配備
・避難所等における汚
水処理への対応対策

・~子穣肥改長寿師化

計画策定
・避難施設維持管理、

耐震化
・学校給食調理場の
活用
・学校施設建替え、耐
震化、長寿命化改修

・避難施設維持管理、
耐震化
・中央公民館建昔え

・防災 用 品 の偏 畜 不 足

2

多数かつ長期にわたる孤立果屠等の同時発生

3
目衛隊、晉票、消防、,層保等の根災琴による萩助・萩急活動等の絶
対的不足

4
懇足を超える大量かつ長期の帰宅困難看への水・食料等の供禍不
足

5

医猥施設及び関係者の絶対的不足・概災、更枝ルートの遣諄とによる
医療機能の麻痺

6

根災地及び避難所における覆病・懸梁五E手の穴潟11興発生

3

大規穣目然災吾
発生直後から必
要不可欠な行政
隆能は確保する

1

概災による現地の音要機能の穴鴨なlL下 による治寮の患化 ・伎場 FttmT震煙管
え
・データのバックアップ
・地域の防災リーダー
育成
.れb白と供 }お畑百成

・災吾恨 1日 1不刷、連綸

網の整備

・消 防 出張 Pオ廷輛

・消防本庁舎耐震建
皆え
・消防国
・消防装備の整備

治安悪化への対応不 足

2
地 万行 取機 関の 暇 員 瓶 設 等 の根 災 による職 罷 の 入暇 な lL下

4

天局l穣目然災音
発生直後から必
要不可欠な情報
通信機能は確保
する

1

電 力供 甜停 止 寺 による情 取 通 信 の 縣 揮・長期 1ヒ ・防災行政無線及び
防災情報システムの
整備、カメラ維持管理
・小型発電機の整備
・衛星電話の整備

スタジオキタナカの
活用

・太陽光発電公民掘

の活用

下への

2

テレビ・ラジオ放送の中断等により災審情報が必要な者に伝達でき
ない事態

5

天規模 目然共晋

発生後であつて

も、経済活動(サ
プライチエーンを
含む)を機能不全
に陥らせない

1

サプライチエーンの寸断、基幹的交通ネッ
る地域経済活動の低下

・民間手兼者との協定
・住民への非常食料
備蓄の啓発

・企業に非常食料偏
警の啓発

・ライカム地区の公園
の井戸施設防災活用 足

2
社会経済活動、サプライチエーンの維持に必要なエネルギー供給の
停止

3
食料等の安定供給の仔滞

6

も、生
経済活動に

燃料、交通
トワーク等を
るととも

に、これらの早期
る

1

電力供給ネットワーク(発変電所、送配電設備)や石酒・LPガスサフラ
イスチエーンの機能の停止

・燃料供給協足締稲 ・週路の稚焉管理
・補修用工事資機材
及び保管場所の確保
・構造物の耐震及び
老朽化対策
・雨水緋水路整備、維
持管理
・主要道路無電柱化
推進
・LNG推進

・上下水 週 設 偏 汐.ひ

配水の維持管理
・下水道設備の普及、
維持管理
・給水応急復旧用資
機材の確保及び配備
計画
・避難所等における汚
水処理対策

2

上下水這等の長期間にわたる供給得上、異常渇水等により用水の
供給の途絶

3

汚水処理涎設等の長期間にわたる機能得止

4
地域 更通 ネットワークが分 断す る手 悪

7

1

市衝地 での 大規 積 火 災 の 発 生 、冶 緑・沿 遍 の建 物倒 眼 によ`6E腰
的な枚害及び交通麻痺

・風評釈音が孤駅しな
いよう正確な情報発
信体制の構築

展逼程符百理 、濯滸

施設維持管理
・森林保全
・鳥獣害対策
・農薬等の保管情報
収集

・不透開発を]lI刷丁`6
為、県と情報を共有す
るとともに定期的な村
内パトロールの実施

・給水応急復旧用資
磯材の確保及び配備
計画
・避難所等における汚
水処理対策

膀 護 B慣等 の日じ偏 ・有署物質への対策不足

3

ため池、グム、願災祗設等の損瑕・機能不全による二沢災晋の発生

4
再音物買の大渇,1罠柄取・流出

5
展地・森 1不等 の荒 屍 による根 晋 の孤 天

6
風評釈 音 寺 による地 暇 推 済 等 へ の置 穴な影 讐

8

天規模 目然贄吾

発生後であつて

も、地域社会・経
済が迅速に再
建・回aできる条
件を整備する

1

天二 に冤 生丁 る災晋 攪 某 初 の 処 理 の停 滞 により侵 1日・侵 興 が 天唱

に遅れる事態

・地図情報ンステムの

管理
・災害ポランティア受
入体制整備

野大捕獲
・犬の登録管理
・狂犬病注射
・公営墓地整備
・災害廃棄物処理計
画策定

・災吾ボランテイア用
資機材整備

・屎畜覆層対乗帽尋 、

対応

・主取場、土情場の確
県

2
通踏唇開等の祖 I日・徹興を吾Hつ人7寺(早日琢、コーアイ不―ター、
労働者、地域に精通した技術者等)の不足により復 I日・復興が大幅に
1屋〕1スニ能

3
地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅
れる事態

4
基幹インフラのF月堰、治蜜の悪化等により優旧・優興が大幅に遅れ
る事態
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の

誤 名

1 準ドろヲ熟ぐ熙繰従事者講習の文言

2

の3 這 !イε]
4 ナ
5 F災

6 ヲi常也
システムの整備、カメラ維持管理7 ,災

―
子政無繰及び防災情 |

の8

9 L ル

10 の

:

12 :場ナ
18

14 謝

15 玖!害炉零棄物処理計画策定 t 悠務・住 民生活誤 )

16 遇

総  務ヽ 課

1

2 夕言 i u板の整備

3 光 身
企画振興課

1 和
税務課

1 摯

2 の

3

4
5 み:望 徐務・住 民生活誤 )

住民生活課

1 玖 ンテ ヨ備及び整備

報システム維持管チ早2 子動要支援者等緊急 j

3 み 者 支援システム維持管理

4 』 「設及び備 品等維持奪写理・耐震化

福祉課

1
一司チ円チテ

2

3 母子′呆健 に関する周知実 t

健康保険課

ti百
1 輛・維 持 「設 岳弄命 ′L計画 更新1

2 努

3 ワ

4 屋:業 | 硬興 区域滴正利用推良(耕作放棄地削減 )
5 ス・マハ 隔

6 の

農林水産課

1 道路及 び施設の維持管理 逼路堅備計回策疋
~

イオンー徳洲会歩道橋

2 珀 修 工 肇材 置場確 呆、整備

3 !it笠 ィ勿の耐震及び老朽イ隆斉策 方至設長寿命′隆計画更新

4 蘇
5 都市公園等一時避難場所の維持管理 公園管理計画策定、

ヘリ緊急離発着場整備

=車
i6

7 LNG
8 歩 ユ1日

建設課

二末 i1
.設
備 及び MフKの維 宇冷管 理 「設 長弄命 ′L計画 更新

2
｀
設備の普 及・維持年:理

3

4 , ハ

上下水道課
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教育総務課

1 学校施設長寿命化計画抹 遭 ス

2 二校施設建替

3 学路惹期点絵

4
5 学校 にお ける防災毅育の i !淮 ,災訂II練強化

生涯学習課

1 耳央公 民館建替

2 各 自治会公民館 の維持修 軍補助 I治会 公 民館
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事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

1 大規模自然災害が発生したときで

も人命の保護が最大限図られる

1-1 住宅地での建物・交通施設等の複合的 。大規模倒壊や、不特定多数が集まる施設の倒壊及び

火災等による多数の死傷者の発生

1-2 広域にわたる大規模津波等による多数の死者の発生

1-3 異常気象等による広域かつ長期的な住宅地等の浸水

1-4 大規模な土砂災害 (深層崩壊)等による多数の死傷者の発生のみならず、後年度にわたり村土

の脆弱性が高まる事態

1-5 情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

2 大規模自然災害発生直後から救

助・救急、医療活動等が迅速に行

われる(それがなされない場合の

必要な対応を含む)

2-1 被災地での食料・飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

2-4 想定を超える大量かつ長期の帰宅困難者への水・食糧等の供給不足

2-5 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルー トの途絶による医療機能の麻痺

2-6 被災地および避難所における疲病・感染症等の大規模発生

3 大規模自然災害発生直後から必要

不可欠な行政機能は確保する

3-1 被災による現地の警察機能の大幅な低下による治安の悪化

3-2 村の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

4 大規模自然災害発生直後から必要

不可欠な情報通信機能は確保する

4-1 電力供給停止等による情報通信の麻痺 。長期停止

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

5 大規模自然災害発生後であつて

も、経済活動 (サプライチェーンを

含む)を機能不全に陥らせない

5-1 サプライチェーンの寸断、基幹的交通ネットワークの機能停止等による地域経済活動の低下

5-2 社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止

5-3 食料等の安定供給の停滞

大規模自然災害発生後であつて

も、生活 。経済活動に必要最低限

の電気、ガス、上下水道、燃料、

交通ネットワーク等を確保すると

ともに、これらの早期復旧を図る

6-1 電力供給ネットワーク(発変電所、送配電設備)や石油・LPガスサプライチューンの機能の停

止

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止、異常渇水等により用水の供給の途絶

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

6‐4 地域交通ネットワークが分断する事態

7 制御不能な二次災害を発生させな

い

7-1 住宅地での大規模火災の発生、沿線・沿道の建物倒壊による直接的な被害及び交通麻痺

7-2 ため池、ダム、防災施設等の損壊・機能不全による二次災害の発生

7-3 有害物質の大規模拡散・流出

7-4 農地・森林等の荒廃による被害の拡大

7-5 風評被害等による地域経済等への甚大な影響

8 大規模自然災害発生後であつて

も、地域社会・経済が迅速に再

建・回復できる条件を整備する

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

8-2 道路啓開等の復旧 :復興を担う人材等 (専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通し

た技術者等)の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態

8-3 地域コミュニティの崩壊、治安の悪化等により復旧・復興が大幅に遅れる事態

8-4 基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

【参考資料2】 起きてはならない最悪の事態 (リ スクシナリオ)
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（別表）国土強靭化地域計画（個別事業一覧）

番
号

事業名 担当課 箇所 数量 事業概要 期間 総事業費
実施
主体

５か年
対策関係

現況(2022)
の状況

５年後
(2026)の状

況

補助金交
付金名

1

村道喜舎場荻道線
建設課

安谷屋
地内

23ｍ 歩道設置
2022～
2023

20百万円 村 0% 100%
社会資本整備
総合交付金

2

村道仲順ﾗｲｶﾑ線
建設課 仲順地内 308ｍ 舗装修繕

2022～
2023

61百万円 村 0% 100%
社会資本整備
総合交付金

3

村道北中城高校127号線
建設課 渡口地内 110ｍ 災害防除

2022～
2024

254百万円 村 0% 100%
社会資本整備
総合交付金

4

村道荻道登又線
建設課 荻道地内 70ｍ 災害防除

2023～
2024

79百万円 村 0% 100%
社会資本整備
総合交付金

5

村道熱田渡口線
（熱田渡口橋） 建設課

和仁屋
地内

2ｍ 橋梁更新
2022～
2023

36百万円 村 0% 100%
道路ﾒﾝﾃﾝｱｽ
事業費補助

6

村道喜舎場荻道線
（喜舎場仲順橋） 建設課

喜舎場
地内

2ｍ 橋梁更新
2023～
2024

38百万円 村 0% 100%
道路ﾒﾝﾃﾝｱｽ
事業費補助

7

村道島袋プラザ線
（島袋プラザ橋） 建設課 島袋地内 4ｍ 橋梁補修

2023～
2024

24百万円 村 0% 100%
道路ﾒﾝﾃﾝｱｽ
事業費補助

8

沖縄地域の防災・暮らしの安心に資
する下水道整備（防災・安全）（重点
計画）

上下水道課 島袋地内 下水道
整備

2020～
2024

633百万円 村 16% 100%
防災・安全社
会資本整備交
付金

9

村道仲順屋宜原線
建設課 屋宜原

地内
700ｍ 道路改良 2024～

2029
541百万円 村 0% 52%

沖縄振興公共
投資交付金

10

11

12

13

※ただし事業費は、予定額となります。
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